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【緒言】歯科診療所における摂食・嚥下障害者への対応は，チームアプローチも含めて重要である．しかし
地域によってはその役割が十分とは言えず，摂食・嚥下リハビリテーションの普及のための問題点を検討す
るため岐阜県嚥下障害研究会による摂食・嚥下リハビリテーション現状調査を行ったので報告する．【方法】
アンケートは2007年11月に実施した．無記名回答でファックスにて回収した．岐阜県の医療機関，高齢者施
設および障害児・者施設等を対象に2，239か所にアンケート用紙を送付したところ，全体の返信数は250施設
（11．2％）であった．そのうち歯科診療所は922か所で，返信数は15か所（1．6％）であった．【結果】摂食・
嚥下訓練を実施している歯科診療所は3か所で，未実施は12か所であった．摂食・嚥下訓練の問題点は，往
診依頼で嚥下訓練を希望する人が少ない，家族やケアスタッフの認識が低い，歯科的支援の不足があげられ
た．将来的に摂食・嚥下訓練を行う予定がある診療所は5か所で，ないは7か所，無記入は3か所であった．
今後の摂食・嚥下リハビリテーションに対し必要な情報は，情報交換の設定，地域歯科医療機関に関する情
報，定例研修会による検査や訓練法の理解・習得，患者の紹介システム，患者への啓蒙活動があげられた．
【考察】今回のアンケート結果では開業歯科医の摂食・嚥下リハビリテーションへの関心は低いことが判明
し，その対応に苦慮している．介護保険による口腔機能向上，要介護高齢者の歯科疾患への対応や補綴治療，
口腔ケアなどを含めて，歯科診療所による対応は重要であるが十分なものではない．一方で病院，高齢者施
設，在宅等での摂食・嚥下障害へのニーズは今後も増加するが，地域での歯科診療所との連携が取れていな
いのが現状である．そのために摂食・嚥下リハビリテーションの具体的な研修制度の実施や摂食・嚥下障害
者の受け皿となる地域ネットワークの構築などが必要と考える．

本論文の要旨は第19回日本老年歯科医学会（2008年6月19日，岡山）
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生（土岐市立総合病院・言語聴覚士）に深謝いたします．
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緒 言

近年，本格的な高齢社会を迎えて摂食・嚥下障害者
が増加している．その中で歯科診療所における摂食・
嚥下障害者への対応は，チームアプローチも含めて重
要である．しかし地域によってはその役割が十分と言
えない．そこで今回は摂食・嚥下リハビリテーション
の普及のための問題点を検討するために，岐阜県嚥下
障害研究会によるアンケートを用いた摂食・嚥下リハ
ビリテーション現状調査を岐阜県の一般歯科開業医を
対象に行ったので報告する．あわせて朝日大学附属病
院摂食・嚥下障害研究会の実績を報告し，その課題に
ついても検討する．

方 法

1．アンケート調査
1）実施時期：2007年11月
2）送付先：岐阜県内の医療機関，高齢者施設および

障害児・者施設などで2，239か所の施設を対象にし
た．
3）回収方法：無記名回答でファックスにてその回答
を回収した．
4）調査内容：大きく4項目に分けて，①施設の種類
と性格，②摂食・嚥下について，③摂食・嚥下訓練に
ついて，④摂食・嚥下リハビリテーションについて
で，さらにそれぞれ中項目，小項目に分けてアンケー
トを実施した．アンケート調査の内容については図1
に示した．
2．岐阜県内の嚥下障害関連研究会の実態
1）岐阜県嚥下障害研究会
2）朝日大学附属病院摂食・嚥下障害研究会
3）その他

キーワード：摂食・嚥下リハビリテーション，アンケート調査，歯科診療所，岐阜県，
朝日大学附属病院摂食・嚥下障害研究会

Introduction: In addition to the team approach, it is important that dental offices play a role in the clinical
treatment of patients with dysphagia. This role is not adequately performed in all regions. In order to study is-
sues with promoting the spread of eating and swallowing rehabilitation, we report the results of a survey con-
ducted by the Gifu Society for the Study of Swallowing Disorders.
Method: A questionnaire was carried out during November2007. Replies were anonymous and collected by
fax. Questionnaires were sent to a total of2，239medical institutions, facilities for the elderly, and facilities for
those with disabilities in Gifu Prefecture. There were250（11．2％）responses. Of the total,922 were dental
offices, with only15（1．6％）responding.
Results: Eating and swallowing rehabilitation was carried out at three of the dental offices, but not at any of the
other12. Problems identified included the fact that few patients requested eating rehabilitation, limited aware-
ness of rehabilitation among care staff and patients’ family members, and a lack of dental support. Five dental
offices intend to conduct rehabilitation starting in the near future, seven dental offices have no plans to do, and
three did not answer the question. We need more information about the establishment of information networks
concerning eating and swallowing rehabilitation, information regarding local dental offices, regular work-
shops to develop understanding and acquisition of training methods and clinical examination techniques, pa-
tient introduction systems, and initiatives for educating patients.
Discussion: Judging from the results of this questionnaire, disappointingly, general dental practitioners in Gifu
have minimal interest in eating and swallowing rehabilitation. While it is important that dental offices play a
role in the improvement of oral functions through nursing care insurance, dental treatment for elderly people
that require nursing care, and oral care, this role is not performed adequately. On the other hand, the need for
eating and swallowing rehabilitation at hospitals, facilities for the elderly, and for those receiving home care is
increasing. Despite this, there are currently no relationships between these facilities and local dental offices.
Therefore, we need to implement training systems for eating and swallowing rehabilitation and establish net-
works for the treatment of patients.

Key words: rehabilitation of eating and swallowing, questionnaire, dental offices, Gifu Prefecture,
The Asahi University Hospital Society for the Study of Eating and Swallowing Disorders
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結 果

1．アンケート調査
1）回収状況
（1）全体の返信数は2，239か所の施設に対して，250
施設で回収率11．2％であった．
（2）岐阜県内の一般歯科診療所は922か所あり，今
回は岐阜県歯科医師会の協力を得て定期刊行物の郵便
物と一緒にアンケート用紙を送付した．その返信数は
15か所の歯科診療所で，一般歯科診療所としての返信
率は1．6％と非常に低い回答になった．下記のアンケー
ト回答は15施設を対象に分析を行った．
2）摂食・嚥下について
（1）摂食・嚥下障害児者へ対応する食事の有無につ
いて
11か所の歯科診療所ではゼリー等の嚥下食を含めて
対応していなかった．
（2）摂食・嚥下障害への検査・評価方法について
水飲みテストを1か所，反復唾液嚥下テストを2か

所の歯科診療所で実施しており，13か所では未実施で
あった．そのうち8か所の歯科診療所ではその対象者

がいないために未実施であった．
3）摂食・嚥下訓練について
（1）摂食・嚥下訓練を実施している歯科診療所につ
いて
3か所（20％）で実施されていて，未実施は12か所

であった．
（2）訓練を行っている職種について
3か所ともすべて歯科医師であった．

（3）口腔ケアの実施について
1か所の歯科診療所だけであった．

（4）摂食・嚥下訓練の問題点について
往診依頼で嚥下訓練を希望する人が少ない，家族や

ケアスタッフの摂食・嚥下リハビリテーションへの認
識が低い，口腔ケアなどの歯科的支援が不足，ケアプ
ラン作成時の口腔に関する項目が十分でない，摂食・
嚥下リハビリテーションの必要性を啓蒙するなどの指
摘があった．
（5）歯科診療所内に摂食・嚥下リハビリテーション
に関する勉強会開催などの有無について
ありと回答したところはなかった．

（6）摂食・嚥下リハビリテーションに関する研究会

図1 アンケート調査内容
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や学会参加などの有無について
1か所の歯科診療所に認め，岐阜県嚥下障害研究会

および本学附属病院摂食・嚥下障害研究会に参加して
いた．
（7）摂食・嚥下訓練を実施していない理由について
複数回答で，対象者がいないが9か所，訓練を行う

職種がいないが5か所，検査ができないが7か所，訓
練方法が分からないが8か所，リスクが高いが3か
所，無記入が2か所であった．かなりの歯科診療所で
は摂食・嚥下訓練を実施するにあたり多くの問題点を
指摘していた．
（8）将来的に摂食・嚥下訓練を行う予定があるかど
うかの質問について
すでに訓練を行っている3か所を除いた12か所の歯

科診療所で，訓練予定ありが5か所，ないが7か所で
ほぼ拮抗していた．
（9）今後の摂食・嚥下リハビリテーションに必要な
情報について
7か所より回答を得た．その内容は情報交換の設

定，地域の歯科医療機関に関する情報，定例研修会に
よる検査や訓練法の理解・習得，患者の紹介システ
ム，患者への啓蒙活動などであった．
2．岐阜県下の摂食・嚥下関連研究会の実態
1）岐阜県嚥下障害研究会
2008年度現在で，会員数が473名で看護師が最も多
く90名，次いで言語聴覚士85名，歯科衛生士63名であっ
た．また歯科医師15名で割合としては3％であった．
2）朝日大学附属病院摂食・嚥下障害研究会
2004年度に「朝日大学附属病院摂食・嚥下懇話会」
を立ち上げ，院内での摂食・嚥下障害に関する勉強会
のスタイルで運営を開始した．2006年度に岐阜歯科学
会専門部会の1つして「朝日大学附属病院摂食・嚥下
障害研究会」に再編して，院内職員以外にも外部のオー
プン参加を可能にした．症例検討会を中心にさまざま
な摂食・嚥下関連の文献の抄読会なども行い，毎月1
回の定例研究会は年間11回を数え，2010年10月末現在
ですでに50回以上の研究会開催を行った．2009年度に
おける学内の会員数は49名で，学外の会員数は78名
で，うち学外の歯科医師は4名で5．1％の割合であっ
た．2009年12月までの現状では，当研究会の参加人数
（図2）はのべ1，000人を超え一回あたりの平均参加
人数は30人前後であった．最近は学外からの参加者が
増加傾向にある．2009年4月から12月までの当研究会
開催での参加職種（図3）の分析では歯科衛生士が最
も多く，次いで言語聴覚士の参加が多くみられた．歯
科医師の参加人数は5番目で学内と学外がほぼ拮抗し
ていた．その他に年に1回の研究会主催の講演会を開

催している．
3）その他
岐阜市歯科医師会摂食・嚥下研究会が1年に1回の

定例研修会を開催しているが，それ以外の詳細につい
ては不明である．その他に地域での研究会の有無につ
いては確認ができないが，病院内でのNST（栄養サ
ポートチーム）はかなり割合で設置されている可能性
が高いと推測される．

考 察

超高齢社会を迎え，最先端医療技術の進歩による重
症患者の長期生存や摂食・嚥下障害に対する情報の普
及などにより摂食・嚥下リハビリテーションへのニー
ズが高まっている1）．このような状況のなかで軽症か
ら重症の患者まで，あらゆる職種が関わって摂食・嚥
下障害への治療に携わっていくことになる．各職種に
よりそれぞれの立場からチームアプローチの重要性と
リハビリテーションの実践がなされるが，その中でも
歯科医師の職種としての役割は重要である．特に介護
保険による口腔機能向上，要介護高齢者の歯科疾患へ
の対応や補綴治療，口腔ケアなどを含めて，歯科診療

図2 参加者数の変遷
調査期間：2006年4月～2009年12月までの3年9か月間

図3 参加者の職種
2009年4月～12月までの9か月間の参加者の分析
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所による対応は重要と考えられるが，実際には十分な
役割を担っていないのが現状である．一方で病院，高
齢者施設，在宅などでの摂食・嚥下障害へのニーズは
今後も増加するが，地域での歯科診療所との連携が取
れていないのも現状である．
小口ら2）は日本摂食・嚥下リハビリテーション学会

会員を対象にしたアンケート調査を1997年に実施し
た．そのなかで歯科医師からの回答が18％と言語聴覚
士に次いで2番目であったが，その機能としては歯科
診療所が訓練のみを行うが大部分であった．その結
果，施設間の連携（特に歯科診療所と病院），検査法，
訓練法の教育，リハビリテーションの形成などの課題
が示唆された．今回は岐阜県の一般開業歯科医へのア
ンケートの回収率がわずか1．6％と，922か所ある歯科
診療所のうち15か所しか回答が得られなかった．これ
は他の施設からの回収率の11．2％と比較してもかなり
低く，一般開業歯科医の摂食・嚥下リハビリテーショ
ンへの関心は低いと言わざるを得ない．さらに実際に
摂食・嚥下訓練に対応できる一般歯科診療所は3か所
しかなく，チームアプローチとしてのニーズに対応で
きる環境ではないことが判明した．そのためにも早急
に摂食・嚥下リハビリテーションの具体的な研修制度
の実施や摂食・嚥下障害者の受け皿となる地域ネット
ワークの構築などが重要な課題であると考える．
摂食・嚥下リハビリテーションを行ううえでのチー

ム ア プ ロ ー チ の 形 態 と し て，才 藤3）はmulti-
disciplinary, inter-disciplinary, trans-disciplinary の3
つのカテゴリーを述べている．前者の2つは医療者の
個々の役割・機能は決まっており，それぞれが機能的
連絡を有している．一方，trans-disciplinary teamは
患者の必要性がまず存在し，その必要性をそこに存在
する医療者で区分し担当することになる．そのために
そのチーム構成の差によって各専門職の実際の役割が
変わってくるので，各メンバーが各職種独特の核とな
る知識・技術の範囲を超えて，幅広い共通の基本的機
能を有する必要がある．リハビリテーションシステム
は病院，施設，在宅などのさまざまな場面で，またさ
まざまな職種の組合せで機能する必要があるために，
さまざまな状況のなかで患者の問題点にあわせて自ら
の役割を調整し，チーム全体として患者のニーズを満
たすような trans- disciplinary なチームワークが求め
られる3）．チームアプローチが必要な理由1）として，1
日3回の食事，誤嚥のリスクがある，水分と栄養，全
身状態の管理，摂食・嚥下障害以外の障害を伴うこと
が多い，検査や手術，口腔ケアおよび口腔内疾患の治
療などが挙げられる．それぞれの領域での連携が必要
になるが，特に専門的口腔ケアに関しては歯科医療関

係者が担当することになり，さらに最近導入されつつ
ある摂食・嚥下補助装置としての口腔内補装具は歯科
医師が作製することになっている．このようにチーム
アプローチの重要性は認識できるが，今回のアンケー
ト調査では他の職種との連携が十分に取れていないこ
とが大きな問題点として指摘される．さらに歯科と地
域での取組みの特徴として，歯科診療所，障害者歯科
センター，障害者歯科専門医療機関などのネットワー
クシステムが確立している4）が，そのなかで積極的に
摂食・嚥下障害の患者の受け入れを行い，地域医療が
その受け皿として機能している地域もあるが，岐阜県
では今後の課題であると考える．また脳血管障害によ
る摂食・嚥下障害患者は増加しているが，長期的に介
入を必要とする障害であり，在宅後に合併症などのリ
スク管理，機能評価，QOL，介護負担の視点で定期
的なフォロー体制が必須である5）．そのために前述の
障害者センターや障害者歯科専門医療機関との連携を
取りながら，一般歯科診療所が大きな役割を担ってい
く必要性があると考える．
当院附属病院としては摂食・嚥下障害に対する専門

外来は設置されていないが，すでに小児領域の摂食・
嚥下障害に関しては岐阜県下の総合病院小児科からの
連携が十分に確立している．一方，高齢者領域の摂食・
嚥下リハビリテーションは院内の体制整備が必要なた
めに今後の検討課題である．大学病院における摂食・
嚥下障害患者への対応で，摂食・嚥下機能支援外来を
設立し，チームアプローチを試みた報告があるが，院
内のシステムだけでなく地域とのネットワークを充実
させることが重要であると指摘している6）．また植田
ら7）は歯科施設における摂食・嚥下障害に対する入
院，外来，訪問によるリハビリテーションを検討した
が，歯科大学病院専門外来の設置にあたっての必要最
小限の全身的リハビリテーション手技の確立，設備の
確保，マンパワーの供給などの課題を指摘している．
岐阜県での摂食・嚥下障害関連の研究会は，1997年

に設立された岐阜県嚥下障害研究会が岐阜県全域をカ
バーして幅広く研修活動を行っている．そのために朝
日大学附属病院摂食・嚥下障害研究会の活動は大学を
拠点に摂食・嚥下障害患者の実際の評価法や対応につ
いての研修を中心に対応している．当研究会活動も
2006年度から5年目に入り，定例の研究会開催も2010
年10月末現在で50回を超え，毎回の参加人数も30人前
後とそれなりの役割を果たしているものと考える．今
後は当研究会による研究支援体制の模索や充実した医
療連携の構築が大きな課題と考える．
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結 語

摂食・嚥下リハビリテーションの普及のための問題
点を検討にするため，2007年11月に摂食・嚥下リハビ
リテーション現状調査を行った．一般歯科診療所の返
信数は15か所（1．6％）で，摂食・嚥下リハビリテー
ションへの関心は低かった．そのために摂食・嚥下リ
ハビリテーションの具体的な研修制度の実施や摂食・
嚥下障害者の受け皿となる地域ネットワークの構築な
どが必要と考える．
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